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水道水質管理におけるウイルスについて 

 

 

 水道法における水質管理は、法律の目的の一つである「清浄な水の供給」を達成するた

め、第４条（水質基準）において「清浄な水」の要件を示し、その上で、この要件を満たす

ため、「施設の適正確保」及び「管理の適正確保」のために講ずべき措置を規定している。 

 水道水質管理の基本となる水質基準等の体系は図１のようになっている。水質基準は、

人の健康に影響を及ぼすおそれのある項目「健康関連項目」、水道水が有すべき性状に関連

する項目「生活上支障関連項目」からなっている。健康関連項目の病原微生物に係る水質

基準としては「一般細菌」、「大腸菌」があり、水質管理目標設定項目として「従属栄養細

菌」がある。 

 水質基準等に位置づけられていないが、耐塩素性病原生物のクリプトスポリジウム等に

ついては、汚染のリスクに応じた原水の検査の実施を水道事業者等にお願いしている。 

 

 

図１ 水道水の水質基準等の体系図 

  

ウイルスについては水質基準等に設定されてない。平成 15 年答申「水質基準の見直し等

について」において、今後の課題として次のように挙げられている。 

腸管系ウイルスの水系伝播は周知のところであるが、分離・培養法が確立しているもの

は極めて限られていることから、その実態は不明な点が多い。現行の塩素消毒を含む一連

の浄水処理はウイルスの水系伝播阻止に効果を上げているものと推測されるが、水道水の

安全確保に万全を期するためにも、ウイルス汚染対策、特に検出方法等に関する研究を進

めていくことが必要である。 

 

水質基準
（水道法第４条、省令）

水質管理目標設定項目
（平成15年局長通知）

要検討項目
（平成15年審議会答申（平成4年課長通知））

• 重金属、化学物質については浄水から評価
値の10％値を超えて検出される等（評価値
が暫定であるものを除く）

• 水道事業者等に遵守義務・検査義務あり

• 健康関連31項目＋生活上支障関連20項目

• 評価値が暫定であったり検出レベルは高く
ないものの水質管理上留意すべき項目等

• 水道事業者等が水質基準に準じた検査等
の実施に努め水質管理に活用

• 健康関連14項目＋生活上支障関連13項目

• 毒性評価が定まらない、浄水中存在量が不明等

• 全46項目について情報・知見を収集

最新の知見により常に見直し
（逐次改正方式）

このうちの1項目は「農薬類」であり総農薬方式による評価
Σ（各農薬の検出値／各農薬の目標値）≦１

分類については、浄
水における検出状況
に加え、環境汚染状
況の推移や生成メカ
ニズム、浄水処理に
おける除去性等を総
合的に評価して判断
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 平成 15 年以降も厚生労働科学研究において、水道におけるウイルスについて研究が進

められおり、本検討会において定期的に議題に取り上げるとともに、海外の情報等につい

ても適宜提供している。 

 また、日本ではクリプトスポリジウム等対策でろ過水濁度 0.1 度を徹底しており、ま

た、水道法第 22 条で衛生上の措置を規定し、給水栓における遊離残留塩素が 0.1mg/L を

保持するように塩素消毒することとなっている。これによりウイルスを処理できることか

ら、適切な管理が行われることで、安全な水道水の供給が可能となっている。 

ウイルスの検出技術の研究の進展、ウイルスの定量的な情報の蓄積により、より良い水

質管理が可能となる。 

 




